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は じ め に 
 
 本市においては、第一次産業の就業者比率が全体の 10％（平成 17年国勢調査）を超えて
おり、全道平均と比較すると第一次産業の比率が高くなっています。 
 一方で農家戸数を見た場合、専業農家、兼業農家いずれにおいても減少傾向にあり、市の

基幹産業である第一次産業の将来は必ずしも楽観できる状態ではないことが分かります。 
 近年、全国各地の第一次産業比率の高い地域において、第一次産業の衰退が地域全体の衰

退に結びつく例が多く見られることからも、本市において第一次産業活性化のための方策を

検討することは急務となっています。 
 
 このことから、本市では、「食を通じたまちおこし」に向けた検討を続け、平成 20 年 5
月には、それまでの検討結果を踏まえ、「食を通じたまちおこし」の基本的な内容をとりま

とめた基本構想（基本コンセプトを“ウェルシーフード構想”という）を策定しました。 
  
 平成 20年度は、この構想を踏まえ今後の事業展開を明らかにするべく基本計画の策定に
臨んだところです。この経過については後述しますが、ウェルシーフード構想の目指す「食

を通じたまちおこし」の取り組みは、生産者のみならず、加工・小売・飲食業等を含めた事

業者全体、さらには食育等の活動を通じて消費者としての市民までを含めた地域全体を巻き

込もうとするものであり、多岐にわたっています。 
 そこで、想定した主な取組毎にワーキンググループ（ＷＧ）を組成して、計画内容のとり

まとめを試みましたが、新たな取り組みを行った場合のメリットが必ずしも実感できていな

いことに加え、新たな取り組みを行うための負荷やそれに伴うリスクの程度を短時間では見

極めにくいといったことから、関係者においては、ウェルシーフード構想で示された各種の

取り組みの担い手を確保することが短期的には必ずしも容易ではないことが確認されるな

ど、基本計画として内容をとりまとめるには至りませんでした。 
 
 このようなことから、本書はワーキンググループでの意見交換も参考に当面短期的に取り

組むべき方向、さらには目指すべき長期的な方向を「食を通じたまちおこし」のための指針

としてまとめたものです。 
 
平成 21年３月 
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１．ウェルシーフード構想の概要 

 

1.1 本市における食資源の特徴と第一次産業の現状・課題 
 
【本市における食資源の特徴】 
本市では、穀類を除く農作物については北海道内で生産される野菜のほぼ全てが生産可能

です。また、水産物、畜産物も産出されており、一地域で海・山・土の恵みが生産可能であ

るという「多様性」が本市の食資源の最大の特徴です。 
この多様性という特徴は、食に関する多様なニーズに柔軟に応えることが可能である一方、

独自性のある特徴や他地域との差異化を図ることが容易ではなく、「食を通じたまちおこし」

を進めていく上で、プラスとマイナスの両面を有しています。 
ウェルシーフード構想では、この多様性という特徴を生かすため、農・水産・畜産業とい

う第一次産業関係者だけでなく、加工・小売・飲食業、さらには消費者としての市民まで含

めた市全体の取り組みにより、｢食を通じたまちおこし｣を実現していくことの重要性を指摘

しました。 
本指針においては、その考え方を踏襲し、市全体の一体化した取り組みを実現するために、

今後どのような取り組みをおこなっていくべきかの考え方をとりまとめたものです。 
 
【第一次産業の現状・課題】 
“はじめに”にも記載したとおり、本市の農業従事者数は、平成 7 年の 2,215 人から平
成 17年には 1,318人に減少しており、年間 150日以上農業に従事する世帯員も 1,112人か
ら 911人へと減少傾向が顕著です。 
農業と同様の傾向は水産業・畜産業にも生じており、平成 12年には 143戸あった漁家は、
平成 17年には 101戸まで減少しており、畜産農家においても乳用牛農家は平成 7年の 56
戸から平成 17年には 31戸にまで減少しています。 
一方で、肉用牛畜産農家に関しては、国産牛肉ニーズの高まりを受けて高い収益が見込

めることもあり、平成 7年の 40戸から平成 17年の 44戸と増加しています。 
以上の事実は、第一次産業における収益性の重要性を示唆しており、収益性が見込まれ

れば後継者や新規就業者等が現れることの証左と捉えることができます。 
本市における農・水産・畜産業従事者数の減少を防止するためには、農・水産・畜産業

における収益の確保、向上が不可欠であり、農・水産・畜産業の収益性を向上させること

で、現在の農・水産・畜産業は、現在の従事者だけでなく、後継者や新規就業者が安心し

て働くことのできる持続可能な産業となることができます。 
収益性も含め、現在の本市の第一次産業の現状を踏まえると、第一次産業を持続可能な

産業としていくためには、次の 4つの課題が存在しています。 
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◆第一の課題：生産品の付加価値向上と販路拡大 
収益性を向上させるためには、生産品の付加価値を高めるとともに販売先を増加させる

ための販路拡大に向けた取り組みが重要です。 
付加価値を高めるためには、例えば、地域として生産品を加工する技術を身につける必

要があります。自然の生産品を出荷しても生産者に残る収益はわずかであり、厳しい競争

にさらされるほか、自然の食材は日持ちがしないため安価で取引されることが多くなって

います。それに比べ、加工品にすれば工夫によっては競争を避けられる可能性が高まり、

日持ちも長くなり、価格決定権も生産者の手元に残ることになります。 
また、販路の拡大については、地産地消の取り組みを進める一方で、北海道内であれば札

幌圏、さらに東京等の全国的な大消費地をマーケットとして位置づけるための販路の確立が

求められます。 
 
◆第二の課題：消費者ニーズを踏まえた品質の向上 
持続可能な農・水産・畜産業を実現するためには、消費者に現在の購買価格を超えた一定

以上の価格で商品を購入してもらうことが必要となります。 
そのために、品質の向上・維持は至上命題であり、特に消費者の求める品質を理解し、そ

のニーズに応えていくことが生産者には求められます。しかしながら、生産者と消費者の距

離が遠ざかってしまった現在では、生産者が消費者の求める品質を正確に理解することは容

易ではなくなっています。 
消費者の求める品質とは何かを把握するため、生産者においては、消費者と連携していく

仕組みが不可欠となっています。こうした仕組みとして、生産者と消費者が直接触れ合うこ

とのできる直売所や食育活動、第一次産業に関する体験活動等が考えられます。一連の活動

を通じて生産者の活動に消費者を巻き込む機会を創出することで、生産者に直接消費者の声

を届けることが可能となり、生産者においては消費者の求める品質やニーズを把握し、ニー

ズに合った新商品・サービスの開発を目指すことで、自らの生産品の付加価値を高めること

ができるようになります。 
さらに、品質については定期的に第三者のチェックを受ける第三者認証等の仕組みを導入

し、その維持・向上が長期継続するような仕組みを構築していくことも重要です。 
以上のとおり、生産者においては、消費者からの声を直接拾うための仕組みづくりと品質

向上のための技術開発等を進めることが重要となります。 
 
◆第三の課題：加工・小売・飲食業等との連携 
食に関わる事業者は生産者だけではなく、加工・小売・飲食業等と多岐にわたりますが、

これら事業者は生産者と異なり消費者の声を身近に拾うことが可能な立場にあります。 
従って、生産者が生産する作物等の品質向上に向けて、加工・小売・飲食等に関わる事業

者は、生産者と消費者との仲介役となり、双方に情報を伝え消費者ニーズに見合った作物等

の生産をサポートする役割を担うことが求められます。 



 
 

4 

こうした仕組みにより、加工・小売・飲食等に関わる事業者は使用する素材に関するより

詳細な情報を入手することが可能となり、生産者と一体化して消費者に従来以上の付加価値

を提供していくことが可能となります。消費者から見れば、素材の情報まで含めて加工・小

売・飲食事業者から提供されることで、質が高く安心・安全な食を楽しむことが可能となり

ます。 
以上のとおり、第一次産業の活性化のためには、関連する第二次産業や第三次産業との連

携強化も重要となります。 
 
◆第四の課題：「食を通じたまちおこし」のための基盤整備とまち全体の一体的な取り組み 
第三の課題で記載したとおり、第一次産業の活性化のためには第二次産業や第三次産業と

の連携が重要です。また、既述の通り、食資源の多様性という特徴を生かすためには、第一

次産業従事者だけでなく、加工・小売・飲食業に関わる人々、さらには消費者としての市民

まで含めた市全体で「食を通じたまちおこし」のための活動を展開していくことが重要です。 
昨今、地域活性化のための方策として、地域ブランドの構築や地域ブランド戦略が注目を

集めていますが、その狙いは、地域全体のイメージアップと、地域の中に個別に存在する食

に関連する事業や食資源の付加価値向上策を連携させ、相乗効果を高めることにあります。 
市全体で取り組む「食を通じたまちおこし」活動は、地域ブランドの考え方とも軌を一に

した活動です。 
こうした活動を実現していくためには、各種活動に一定の方向性を与えるビジョンやガイ

ドライン的なものが必要であり、それが、生産者はもとより食に関連する事業者や消費者に

も受け入れられるものである必要があります。それぞれに独自の取り組みを行っている事業

者等が、全体としては、本市の基幹産業である第一次産業を元気にする「食を通じたまちお

こし」を実現するという一定の方向に向かっている状況を生み出すことが重要です。 
そのためには、個別の取り組みに緩やかな方向性を与えるための基盤、各種の活動推進者

の相談等を受け付ける基盤、すなわち、「食を通じたまちおこし」の推進を支えていくため

の基盤が必要であり、例えば、関係する事業者等が連携した組織等を創出し、まち全体の一

体的な取り組みを支えていく仕掛けが必要となります。 
 
 
1.2 課題解決のためのウェルシーフード構想 

 
1.1に記載した 4つの課題解決を目指し、関係者が連携し市全体での活動を展開するとと
もに、生産者においては品質の向上等を図り、付加価値を加え、販路拡大等を実現し、食を

通じてまち全体を活性化していくための基本的な考え方をまとめたものがウェルシーフー

ド構想（以下「構想」といいます。）です。 
そこには、農・水産・畜産業に関わる生産者のみならず、「食」に関わる加工・小売・飲

食業等を含めた事業者全体、さらには食育等の活動を通じて消費者まで含めた地域全体で市
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の基幹産業である第一次産業の活性化を起点に地域全体を活性化させていくための大枠の

コンセプトが示されています。 
この構想の目指すイメージは、次のとおりです。 
多様な食資源を有する本市の特徴を最大限に生かすため、地元産品を利用した特徴のある

ご当地メニュー「ウェルシーメニュー」を開発し、これを市内各所で提供する仕組みをつく

りだすことが考えられます。 
もちろん、食材やウェルシーメニューはおいしく安全で質の高いものでなくてはならず、

このためには品質等の向上を図りながら、それを維持するための認定等の仕組みも検討しま

す。 
また、素材に関心を持つ消費者には直売所等でその素材を購入していただき、このことを

通じて生産者は消費者の声を直接耳にすることが可能となり、ひいては生産者自身の商品づ

くりにも生かすことができます。 
また、素材を生鮮品として販売するだけでなく、市内で加工度を高めることにも注力し、

市内の食資源を組み合わせて、加工所で加工品を生産し、それを全国販売することも視野に

入れます。 
農業、水産業、畜産業の各々の生産者は、生産拠点である農場・漁場・牧場やハウス団地

等を利用したオーナー制度や体験観光とも連携し、域外との交流を深めるとともに、それぞ

れの生産品の付加価値を高めて消費者に提供していきます。 
このような生産者を中心とした活動のほかに、食育活動を通じて生産や加工等に直接の関

わりを持たない市民を巻き込みながら、市全体の活動とすることで、食のまちとしての本市

の新たなイメージ、地域ブランドの構築、対外的なイメージアップを狙います。 
このようなイメージから、ウェルシーフード構想にはいくつかの柱が存在します。それら

は、次のとおり、施設の整備や関係者を巻き込んだ仕組みづくりです。（図 1参照） 
 
■ 施設の整備 
   直売所、加工所、飲食店、ハウス団地等構想の実現に必要な施設の整備。 
■ ウェルシーメニューの開発 
   多様な地元食資源を利用した特徴あるメニューを開発し、市内の飲食店で提供する

仕組み。 
ウェルシーメニューで使用される素材は直売所等で購入可能とする。直売所等を通

じて届く消費者の声は、生産者自身の商品づくりにも生かす。 
■ 認定制度 
   「食」は高品質で安心、安全が不可欠であることから、品質向上とその維持のため

の仕組み。 
■ 加工品の生産と販路拡大 
   市内で加工度を高めることに注力し、市内の食資源を組み合わせて加工所で加工品
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を生産し、全国販売をも視野に入れた仕組み。 
■ オーナー制度、体験観光 

農・水産・畜産業の各生産者が、オーナー制度や体験観光とも連携し、地域外との

交流を深めるとともに、生産品の付加価値を高め、消費者へ提供する仕組み。 
■ 食育の推進 
   食育の活動を通じ市民を巻き込む仕組み。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 ウェルシーフード構想のイメージ 
 

 
以上は、あくまでイメージであり、実際には、関係者を含めた市民参加のもとイメージの

具体化を図ることで、構想の実現を目指すものです。 
なお、現在、本市では「ウェルシーランド（豊穣な土地）構想」と名付けられた住みやす

いまちづくりを推進するための取り組みを展開しています。 
「食を通じたまちおこし」も、本市の豊穣な食資源を存分に生かすという意味を込めて、

「ウェルシーフード構想」と名付けたものです。 
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２．実現に向けた取り組みの概要と相関 

 
2.1 段階的な取り組みの必要性 

 
構想が目指す｢食を通じたまちおこし｣の取り組みは、農・水産・畜産業に関わる生産者の

みならず、「食」に関わる加工・小売・飲食業等を含めた事業者全体、さらには食育等の活

動を通じて消費者をも含めた地域全体を巻き込もうとするものであり、多岐にわたっていま

す。また、直売所や加工所、さらには併設型飲食店など一定規模の投資を必要とするものも

多く、新たな取り組みに伴うリスクも存在します。 
一方、想定した主な取り組みごとに組成したＷＧにおける検討を通じて、現在、本市の第

一次産業や食に関連する産業に関わっている関係者においては、構想で示された各種取り組

みの担い手を確保することは、短期的には必ずしも容易ではないことが確認されました。 
このことの背景には、新たな取り組みを行った場合のメリットが必ずしも実感できていな

いことや、それに伴う負荷やリスクの程度を見極めることが難しいといったことが考えられ

ます。 
こうした状況のもと、当初から過大な投資等を伴う取り組みを進めることは、非常にリス

クが高くなります。 
また、全国各地における先進事例においても、取り組み当初は簡易な設備等からスタート

し、その取り組みが軌道に乗るにしたがって、本格的な設備投資を行ったり雇用を拡大して

いったケースが多く見受けられます。 

 

この点を踏まえると、構想の実現に向けた新たな取り組みは、参加者に大きな負荷をかけ

ることのない小規模な活動からスタートし、その活動を通じて新たな取り組みのメリット・

負荷・リスク等を実感した上で、次のステップに移行するというアプローチが現実的である

と考えられます。 

そこで、本指針においては、最終的なゴールイメージである中長期的な取り組みの方向と、

ゴールに向けた起点となる短期的な取り組みの方向を、段階ごとに分けて記載しました。 

言うまでもなく、これらの短期的な取り組みと中長期的な取り組み両者の円滑な連携も考

慮に入れています。 

なお、今回のＷＧによる検討は限られた時間の中で実施されたため、必ずしもすべての市

民に構想のコンセプトを浸透させた上でＷＧメンバーを募ったというものではありません

でした。従って、ＷＧに参加していなかった市民の中にも、構想実現のための取り組みに積

極的な担い手が存在している可能性もあります。 

このことから段階的なアプローチは、時間をかけて活動を育みながら、｢食を通じたまち

おこし｣という市の取り組みそのものを市民に浸透させるとともに、担い手を発掘する可能

性や機会を高めるという効果も期待されるところです。 
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2.2 短期的な取り組みの方向 

 
短期的な取り組みは、構想実現のための新たな取り組みに踏み込むことが困難であるとい

う現状の課題を解決するためのものであることが必要です。 
現状の課題としては、担い手の確保が容易ではない・メリットを実感できない・進め方や

負荷が見極めにくい・リスクが見えない・市民がそもそも食を通じたまちおこし活動を知ら

ないといったことが考えられます。 
これらの課題を解決し、参加者に大きな負荷をかけることなく取り組める小規模な活動と

しては、当初からハード整備等を伴うものではなく、イベント的な要素を有するソフト中心

の活動が適切であると考えられます。 

具体的な取り組みとしては、「簡易直売所・朝市の実施」、「直販・通販の実施」、「ウェル

シーメニューの開発」「認定制度の創設」、「食育連携活動の推進」、「イベントによるプロモ

ーション・他の取り組みのサポート」等が考えられます（図２参照）。 
これらの活動の中で、多くの参加者が見込まれるものとしては、「簡易直売所・朝市の実

施」、「直販・通販の実施」が挙げられますが、このうち、直販・通販については、その成功

のためには一定の訓練を経る必要があるとの指摘があることを踏まえると、「簡易直売所・

朝市の実施」が現実的であると考えられます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
なお、簡易直売所・朝市での販売品目は、伊達産の農作物だけでなく、水産物、畜産物、

さらには各種の加工品等とします。販売品目を増やすことで、より多くの出店者が期待され、

｢食を通じたまちおこし｣のための活動や構想の市民への浸透効果も期待されます。 

図 2 短期的な取り組みのイメージ 

取り組みのイメージ

伊達市・西胆振地区在住者への伊達産食材等販売。生鮮品のみならず、加工品等も含め、幅広く

伊達産の食資源を販売。

取り組み

インターネットを利用して幅広く、伊達の食材・特産加工品を販売

伊達の食材の認定制度

飲食事業者などでのウェルシーメニューの活用、ウェルシーメニューの開発

伊達市内の子供を中心に食・地産地消への理解を深め、意識的な伊達産食材の選択を促進

イベント開催・参加により、伊達市周辺・札幌等外部の顧客への伊達産食材の知名度・ブランド

イメージ・販売拡大。他の取り組みを支援。

（簡易）

直売所、朝市

加工品直販・通販

食材認定・

メニュー開発

食育活動

イベント開催
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さらに、生産者等が自ら消費者との対面販売を経験することで、将来的に整備することが

想定される直売所の具体的なイメージや、メリット、負荷（あるいは手間）等を実感するこ

とができます。 
また、このような短期的な取り組みには、本格的な取り組みに踏み込めないという、現状

の課題解決を目指すものであることを踏まえ、一定期間を経過したのちに、それまでの成果

について検証を行い、次の段階に進むべきか、あるいは、さらに改善を加えて取り組みを継

続すべきか等を判断するステップを設けることが重要となります。 
 
 
2.3 中長期的な取り組みの方向 

 
構想に示したとおり、市内の農・水産・畜産業に関わる生産者、「食」に関わる加工・小

売・飲食業等を含めた事業者全体、さらには食育等の活動を通じて消費者まで含めた地域全

体を巻き込んで、第一次産業の活性化を起点に地域全体を活性化させていくことが、｢食を

通じたまちおこし｣の中長期的な目標となります。 
 
第一次産業の活性化を起点に地域全体を活性化させていくことを、ビジネス的な視点で捉

えると、本市で生産される多様な生産物を、現在よりも大きなマーケットの中で一定レベル

の付加価値をつけ、より高価格で販売していくことにつながります。 
現在のところ、本市における食に関連したマーケットは限定的であり、西胆振地域以外の

マーケットを獲得するに至っていないことから、今後は、食材・加工品・料理等の付加価値

を高めながら、マーケットを拡大していく必要があります。 

そのためには、マーケティング的な視点が不可欠であり、本市の食材を①知ってもらう（認

知を高める）、②欲しいと思ってもらう、③実際に買ってもらうことが重要となります。 

また、生産者の立場から見ると、本市の食材のブランドイメージ向上・食材の品質向上、

それらの結果として、食材の販売量増加、利益率向上（高価格での販売、生産コスト削減）

が重要となります。 

 

一方で、食には文化としての側面が存在します。 

食の文化的側面の向上、すなわち本市の食を豊かなものにするためには、地産地消の概念

や生産～流通過程など地元食材への理解を促進することも大切な取り組みです。また、市外

在住者に対しては、本市への理解を深めてもらう観光的な位置づけの取り組みも必要と考え

られます。 

こうした食に関する文化的価値を向上させることは、ブランド化等を通じて産業的価値の

向上にも貢献していくものです。 

以上の点を踏まえ、中長期的な取り組みとして、全国的に「食によるまちおこし」のため
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に取り組まれている様々な施策から、本市での検討に値するものをリストアップし、具体的

な取り組み内容を整理したものが図 3です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 中長期的な取り組みイメージ 
 
中長期的な観点から、図３に示した取り組みを実施していくにあたっては、上述したマー

ケティング的な考え方のもと、①知ってもらう（認知を高める）、②欲しいと思ってもらう、

③実際に買ってもらうという 3つの段階を想定した取り組みを行っていくことが必要です。 
そこで、以下では、本市の食材を“「知ってもらう」ために必要な取り組み”、“「欲しいと

思ってもらう」ために必要な取り組み”、“「実際に買ってもらう」ための取り組み”に分け

て各活動の方向性を示します。 

また、マーケティング的な視点からの検討に加えて、食の文化的な側面に注目した取り組

みについても提示します。 

 
2.3.1 「知ってもらう」ために必要な取り組み 
これまでに実施してきたアンケート調査やインタビュー調査結果を踏まえると、本市の食

材は西胆振地域での知名度はある程度高くなっています。一方で、北海道全域あるいは全国

的に見て、知名度は必ずしも高くなく、今後は、本市が｢食を通じたまちおこし｣を行ってい

ること、市内に多様な食資源が存在すること、さらには開発された加工品・特産品・料理等

について、積極的に認知度を高めていく必要があります。「知ってもらう」ための活動は、

地理的な条件からも、まず、札幌圏を中心とした西胆振以外の地域における知名度のアップ

を図り、続いて、全国的な知名度のアップを目指すことが現実的であると考えられます。 
そのための取り組みとして考えられる取り組みの概要を以下に示します。 
・ 札幌圏や西胆振地域において、独自イベントを実施します、あるいは既存のイベント

直売所

取り組みのイメージ

札幌を中心とした伊達市外の観光客への伊達産食材等販売

取り組み

加工所 伊達の食材を用いた特産加工品の開発・製造

オーナー制度・体験 札幌・西胆振地域の都市住民を対象としたオーナー制度、直売所とリンクした体験農業の実施

ハウス団地 設備共有により新規就労のハードルを下げ、農業従事者拡大。ノウハウの共有による品質向上

レストラン設置 直売所併設レストランにより、高い利益率確保、販売機会の増大

加工品直販・通販 インターネットを利用して幅広く、伊達の食材・特産加工品を販売

食材認定・メニュー開発 伊達の食材の認定制度、飲食事業者などでのウェルシーメニューの活用、ウェルシーメニューの開発

食育活動 伊達市内の子供を中心に食・地産地消への理解を深め、意識的な伊達産食材の選択を促進

イベント開催
伊達市周辺・札幌等外部の顧客の両方を対象に、イベントで食材の知名度・ブランドイメージ・販売向上

他の取り組みを支援
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へ参加することで、本市の食材や本市の取り組みの認知度を高めていくこととします。 
・ 直売所やウェルシーメニュー等を提供する飲食店は単なる本市の食資源の“売り場”で
はなく、本市の食材のアンテナショップと位置づけることができます。 
例えば、直売所を進化させた形で、野菜類等の一次産品に加えて多様な食材やそれを

使った特産品・料理を一箇所で味わうことができる「まるごと伊達ショップ」が実現

すれば、本市の取り組み、食の豊かさへの消費者の認知度を向上させることができま

す。 
・ 通信販売やインターネットを用いた直販では、直接本市を訪れることが難しい広い範

囲の消費者に対し、食材のＰＲや提供が可能となります。 
ただし、インターネットは膨大な情報が溢れる世界であり、その中で本市の食材に関

する情報に注目してもらうためには、イベントとの連携やゲーム性を取り入れるとい

った工夫が必要となります。 
・ オーナー制度・農業体験は、観光を起点とした取り組みです。 
「食」という切り口に興味が少ない消費者に、観光やレジャーといった別の切り口か

らアプローチし、結果として本市の環境、食材の良さを知ってもらうことが可能にな

ります。 
 

2.3.2 「欲しいと思ってもらう」ために必要な取り組み 
現在の消費者は多様な商品に囲まれた生活を行っています。 
価格競争を避けつつ、多くの食材の中から本市の食材を購入してもらうためには、興味を

持ってもらう、欲しいと思ってもらうための工夫が必要です。 

そのためには、安全安心は当然のこととして、他の地域には存在しない品質の高い商品、

珍しい商品を提供することも必要になります。 

本市の食材を積極的に欲しいと思ってもらうためには、当たり前のことを徹底して実行し

ていくことが必要であり、以下の３つのアプローチが考えられます。 

・ 品質の高い食材の消費者への提供 

本市の食材をアピールするためには、イメージを裏打ちするための品質向上のための

絶え間ない努力が重要です。 

そのためには、直売所で販売する食材には認定制度を適用するなど、品質の高い食材

を販売する生産者が評価される仕組みの構築や、認定を受けた食材等を差別化するとい

った仕組みが必要です。 

また、ハウス団地など、生産者を支援する取り組みによって、生産のノウハウを蓄積

し、品質の向上につなげていくことが考えられます。 

・ 本市の食材に対する好イメージの醸成 

直売所は、ブランドイメージを向上させる上で重要な場所です。 

安心・安全・新鮮な食材を実際に手にとってもらい、併設飲食店でウェルシーメニュ
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ーを味わってもらうことで、本市の食材に好印象を持ってもらうことができます。 

また、認定制度により認定された食材は、食材への消費者の信頼感を醸成することに

寄与します。さらに、各種のイベントや、オーナー制度、農業体験も、直売所と同様に、

本市に好印象を持ってもらう貴重な機会となります。 

・ 消費者の嗜好に合わせた幅広い商品の提供 

本市の一次産品は多様性が特徴ですが、それだけにとどまらず、消費者が「欲しい」

と思う加工品・特産品・ウェルシーメニュー等の開発を行い、幅広い商品を消費者に提

供することで、多様化している消費者に幅広く応えることが可能となります。 

そのためには、継続的にウェルシーメニューや特産品の開発を行う仕組みを構築して

いく取り組みのほかに、既存の加工品の直売所での販売、さらには新たな加工所設置の

検討が必要と考えられます。 

 

2.3.3 「実際に買ってもらう」ために必要な取り組み 
本市の食材を知り、かつ欲しいと考えている消費者が、実際の購買に至るためには、当然

のことながら、その商品を買い易くすることが重要です。 

直売所の設置、イベントにおける食材・特産品の販売、直販の実施などにより流通チャネ

ルを増やし、実際に本市の食材を手にとってもらえる機会を増やす必要があります。 

独自のマーケットチャンネルの開拓は、流通コストの削減により生産者が手にする利益の

増加というメリットも生み出すものと考えられます。 

また、ハウス団地の設置も生産者の層を厚くし、かつ、生産コストを削減することで、本

市の食材提供力を向上させることにつながるものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 マーケティングの観点から見た中長期的な取り組みの概要 
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注：網掛けは、短期的な取り組みを示す。

直売所

知ってもらう

伊達の食材や加工品・メニューの

実物を認知、手にとって確認。

生産者

取り組み

加工所 -

オーナー制度・体験
伊達の一次産業・食材への理解

促進

ハウス団地 -

レストラン設置
伊達の食材のアンテナショップ

加工品直販・通販
伊達の食材の宣伝

食材認定

メニュー開発

-

食育活動 -

飲食事

業・小

売事業

者

市民

欲しいと思ってもらう 実際に買ってもらう

伊達の食材を消費者に知ってもら

う概要

安心・安全、新鮮さなどが他とは
違う食材の提供。伊達ならではの
商品の提供。

伊達の食材のイメージアップ。親し

みを感じてもらう

ノウハウ共有により、品質アップ

美味しい料理で差別化。話題性

-

伊達の食材への信頼、品質担保。
品質アップ。他の地域との差別化。
メニューにより集客

伊達の食材が他と違う、と親しみ

を感じてもらう

伊達の食材を欲しいと思ってもらう

購入しやすい場の提供。

-

学習・エンタテイメント性と両立さ

せ、購入促進。

生産コストを下げる。生産者の層
を厚くする。

実際に調理した食材を食べてもら

う場づくり

気軽にどこにいても買える

-

-

伊達の食材を実際に買ってもらう

消費者目線での取り組みの目標

幅広い消費者の嗜好にあう商品

の提供

注：網掛けは、短期的な取り組みを示す。

各
プ
レ
ー
ヤ
ー
と
連
携
し
た
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

各段階に応じたイベントの開催
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2.3.4 食の文化的側面を重視した取り組み 
たくさんの美術館があり、絵画鑑賞文化が根付いているパリに優れた画家が生まれるとい

う指摘があります。 

同じ文脈で、市民の食に関する意識向上は、本市が豊かな食資源をもとにしたまちおこし

をすすめる上で重要な要素です。 

市民の意識がより向上することで、本市の食材への理解が深まるとともに食材に親しみを

持ってもらい、本市の食材を選択する動機に結びつき、販売量が増加する二次的な効果も期

待できます。 

また、本市の食材は素晴らしいということを対外的にアピールする対外的な営業マンとし

ての役割を果たすような市民が生まれることも期待されます。 

したがって、市民の間での食育の推進、地産地消の啓蒙等を行うことは、構想実現に向け

て欠かせない取り組みとなります。 

また、直売所に「まるごと伊達ショップ」としての機能を持たせることや、オーナー制度

や農業体験などは、単なる売上増加ではなく、食への理解促進という観点からも重要と考え

られます。 

また、オーナー制度や農業体験は、市外の消費者へのアピールとなりうる取り組みです。 

なお、｢食を通じたまちおこし｣を市全体の取り組みとして展開していく場合、食育活動は

消費者としての一般市民を巻き込むための重要な方策でもあります。 

 

2.3.5 中長期的な取り組みの優先順位の検討 
2.3.1 から 2.3.4 に整理した幅広い取り組みは、中長期的な活動としては理想に近いもの
です。 
しかしながら、現実問題として、一度にこれらの取り組みを同時に実施することは手間と

コスト等の面から見ても現実的ではありません。そのため効果が見込まれる取り組みから優

先順位をつけて実施することで、リスクを低減することが可能となります。 
こうした観点から、中長期的な取り組みの優先順位についても検討しました。 
 
中長期的な活動と短期的な活動は円滑につながっていく必要があり、短期的な取り組みと

して、「簡易直売所・朝市の実施」が有望であることを踏まえると、まず取り組むべき中長

期的な取り組みとして、直売所を中心とした「伊達まるごとショップ」が考えられます。 
短期的な簡易直売所の取り組みによって、関係者の中で直売所のメリットが理解され、本

格的な直売所の設置運営あたっての担い手確保について見込みがたち、その運営について目

処がたってきた段階で、本格的な直売所（常設の直売所）を設置します。 
また、直売所に加え、販売される食材の品質を保証しブランドイメージを高める認定制度

や、調理された食材をその場で楽しめる飲食店等を併設することで相乗効果を高めることも

考えられます。 
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また、直売所と連携した形、あるいは、直売所と独立した形で、食育、イベントの両方の

取り組みを進めていくことも可能です． 
 
一方で、取り組みにあたって慎重な検討が必要となるのは、加工所の設置、ハウス団地の

設置です。 
加工所の設置は、既に本市内に加工品の製造施設が存在していることを踏まえ、新たに製

造施設を追加する必要があるかどうかを慎重に検討する必要があります。 
また、ハウス団地の設置についても、リスクマネジメントの観点から、新規就農希望者の

動向等を把握した上で、投資対効果を慎重に見極めるべきと考えられます。 

以上の現時点における優先順位案については、今後、短期的な取り組みを１～２年程度実

施し、さらに判断材料が集まった時点で取り組みの効果・実現可能性を再検討して優先順位

を見直し、中長期の取り組みの詳細計画とロードマップ作成を進めていくことを原則としま

す。 

 
 
2.4 今後に向けて 

 
どのような活動であれ、従来にない新たな取り組みを成功させるためには、熱意ややる気

を有した担い手（より具体的にはリーダーとサポーター）の存在が不可欠です。 

本市における｢食を通じたまちおこし｣を、参加者に大きな負荷をかけることなく取り組め

る小規模な活動からスタートするのは、この担い手を発掘するためでもあります。 

この点を認識し、短期的な取り組みを実施していく際には、できる限り多くの参加者を巻

き込み、担い手発掘の確率を高めることが必要です。 

 

また、地方公共団体の財政の健全化に関する法律等の影響を受け、全国各地で財政の健全

化、その基盤となる地域経済の活性化に向けた取り組みが活発化しています。 

本格的な成熟社会の到来を受けて、地域経済活性化のためには、他地域との差異化が重要

なキーワードとなっており、地域間競争も激しくなっています。そうした中、本市と同じよ

うに｢食｣をテーマにまちづくりを展開している地域も少なくありません。 

本市における｢食を通じたまちおこし｣は、担い手確保等の面で課題があることから段階的

なアプローチで取り組みを行っていくものの、他地域との競争を視野に入れると、スピード

は非常に重要な要素と考えられます。 

先行する地域が増えれば増えるほど、差異化のハードルは高くなることから、スピードが

地域間競争における競争力の源泉の一つであることを認識し、可能な限り早急に本格的な活

動に移行していくことを意識する必要があります。 

さらに、この構想は、利害関係の対立する関係者も含め市全体を巻き込んだ活動ですが、
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その実現に向けては、スモールスタートを端緒に、小さな活動の成功を物語として情報発信

しながら、周囲を巻き込みつつ、次第に活動を大きくしていくコミュニティ・ビジネスやソ

ーシャル・ビジネス※の立ち上げから拡大までのアプローチと類似したアプローチをとるこ

とにより、リスクを低減しつつ、無理なく市全体の活動としていくことが重要です。 

（※：ソーシャル・ビジネス＝地域おこし、少子高齢化、環境、貧困問題といった社会課

題をビジネスとして事業性を確保しながら自ら解決しようとする活動のこと。） 

世界的な経済危機のもと、わが国の経済環境も非常に厳しい状況におかれています。こう

した中、新たな雇用の受け皿として第一次産業に注目が集まっています。 
環境的にも、経済的にも、そして社会的にも持続可能な第一次産業は、今後の世界の支え

となっていく基幹産業といえます。 
ウェルシーフード構想は持続可能な第一次産業創出のためのコンセプトであり、現在の社

会の潮流を先取りしたものです。 
段階的な取り組みとして、非常に小さな活動からスタートするものの、その大きな目標を

見失うことなく活動を継続することにより、本市において、持続可能な第一次産業が花開く

ことを期待しています。 


